
（平成２６年７月３０日報道資料抜粋）

年金記録に係る苦情のあっせん等について

年金記録確認四国地方第三者委員会分

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 4 件

厚生年金関係 4 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 4 件

国民年金関係 1 件

厚生年金関係 3 件



四国（高知）厚生年金 事案 1225 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ社における資格取得日に係る記

録を昭和 43 年３月 30 日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を２万 4,000 円

とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 28年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 43年３月 29日から同年 10月 21日まで 

私は、中学校を卒業後、すぐにＡ社に就職し、昭和 43 年３月 29 日から

勤務していたにもかかわらず、同社における厚生年金保険の被保険者資格

取得日が同年 10 月 21 日となっているので、調査の上、記録を訂正してほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人に係る雇用保険の被保険者記録、申立人から提出されたＢ技能者手

帳の写し及び同僚の供述から、申立人は、Ａ社に昭和 43 年３月 29 日から継

続して勤務していたことが確認できる。 

また、上記Ｂ技能者手帳に係る一般社団法人Ｃの回答から判断すると、申

立人は、Ａ社において、入社から退社するまでの間、一貫してＢ業務に従事

していたと考えられる上、申立人と同じ業務を担当し、かつ、申立期間に同

社における厚生年金保険の被保険者記録が確認できる３人の同僚が、「申立人

は入社以来、業務内容や勤務形態に変化は無かった。」旨供述している。 

さらに、前述の３人の同僚は、「Ａ社では、厚生年金保険に加入するかどう

かの希望を聞かれたことは無かった。」旨供述しており、各人が記憶している

自身の同社への入社時期と厚生年金保険の被保険者資格取得日がおおむね一

致している上、オンライン記録により、申立期間当時に同社において厚生年

金保険の被保険者資格を取得しており、連絡先等が確認できた 38 人の被保険



者に文書照会を行い、22 人から回答が得られたが、同社では、入社後に試用

期間等の厚生年金保険に加入させない期間があったとする者はいなかった。 

加えて、オンライン記録によると、申立期間の前後３年の間に、中学校を

卒業後すぐにＡ社における厚生年金保険の被保険者資格を取得している３人

の被保険者が確認できる。 

また、オンライン記録により、申立期間の前後１年の間に、申立人と同年

齢でＡ社における厚生年金保険の被保険者資格を取得していることが確認で

きる４人の被保険者（申立人を除く。）について、雇用保険の加入記録を調べ

たところ、いずれも厚生年金保険と雇用保険の被保険者資格取得日が一致し

ていることから、同社では、厚生年金保険と雇用保険の被保険者資格取得日

を同日付けとする取扱いであったものと考えられる。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料を総合的に判断すると、申

立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められる。 

なお、申立人のＡ社における厚生年金保険の被保険者資格取得日について

は、申立人に係る雇用保険の被保険者資格取得日である昭和 43 年３月 30 日

とすることが妥当である。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 43

年 10月の社会保険事務所（当時）の記録から、２万 4,000円とすることが妥

当である。 

なお、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料の事業主による納付義務の

履行については、事業主は、「申立人の給与から厚生年金保険料を控除してい

たとしたら、その預かり金である保険料を納付していないことは経理上あり

得ない。」としているが、これを確認できる関連資料及び周辺事情は無く、仮

に、事業主から昭和 43 年３月に申立人が被保険者資格を取得した旨の届出が

提出された場合には、その後、被保険者報酬月額算定基礎届を提出する機会

があったこととなるが、いずれの機会においても、社会保険事務所が当該届

出を記録していないとは通常の事務処理では考え難いことから、事業主から

社会保険事務所へこれらの資格取得等に係る届出は行われておらず、その結

果、社会保険事務所は、申立人に係る昭和 43 年３月から同年９月までの期間

に係る保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は申立人に係る申

立期間の保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



四国（香川）厚生年金 事案 1228 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ社における厚生年金保険被保険

者資格取得日に係る記録を平成９年２月 28 日に訂正し、申立期間の標準報酬

月額を同年２月及び同年３月は 22 万円、同年４月は 15 万円とすることが必

要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

  

    

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 26年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 平成９年２月 28日から同年５月１日まで 

  申立期間は、Ｂ社からグループ会社のＡ社に転籍した時期で、この間も

継続して勤務し、厚生年金保険料を給与から控除されていたにもかかわら

ず、厚生年金保険被保険者記録が無いので、調査の上、年金記録を訂正し

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  申立人から提出された給料明細書並びに複数の同僚及びＡ社の申立期間当

時の事業主の供述から判断すると、申立人は、申立期間とその前後の期間に

おいて申立てに係るグループ会社に継続して勤務しており、申立期間におい

てはＡ社に勤務し、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことが認められる。 

また、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき、標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険

給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる厚生年金保険

料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額の範囲内である

ことから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することとな

る。 

したがって、申立期間のうち、平成９年２月及び同年３月の標準報酬月額



については、当該期間に係る給料明細書において確認できる厚生年金保険料

控除額から 22 万円、同年４月の標準報酬月額については、同年同月に係る

給料明細書において確認できる申立人の報酬月額から 15 万円とすることが

妥当である。 

一方、オンライン記録によると、Ａ社は平成９年５月１日に厚生年金保険

の適用事業所となっており、申立期間当時は、同保険の適用事業所となって

いない。 

しかしながら、Ａ社に係る法人登記簿謄本により、同社が昭和 63 年７月

１日に設立され、申立期間において法人事業所であることが確認できること

から、同社は、厚生年金保険法に定める適用事業所の要件を満たしていたも

のと判断される。 

  なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、保険料を納付したか否かについては不明としているが、申立期間に

おいてＡ社は適用事業所の要件を満たしていながら、社会保険事務所（当

時）に適用の届出を行っていなかったと認められることから、申立期間に係

る保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



四国（愛媛）厚生年金 事案 1230 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められることから、申立期間の標準賞与額に係る記録を 73

万 7,000円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立期間の当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付

する義務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 52年生 

住 所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 15年８月 23日 

Ａ社に勤務していた期間のうち、平成 15 年８月に支給された賞与から厚

生年金保険料が控除されていたにもかかわらず、標準賞与額の記録が無い

ことから、確認の上、年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社の当時の事務担当者から提出された申立期間に係る賞与額及び厚生年

金保険料控除額の記載された資料並びに平成 15 年分給与所得の源泉徴収票か

ら判断すると、申立人は、申立期間において、その主張する標準賞与額 73 万

7,000 円に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたこ

とが認められる。 

また、賞与支払日については、申立人と同様にＡ社Ｂ支店のＣ部で勤務し

ていた同僚の供述から判断すると、平成 15 年８月 23 日とすることが妥当で

ある。 

なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行したか

否かについては、Ａ社は既に解散している上、当時の事業主は社会保険に係

る関連資料は保存していないとしており、このほかに確認できる関連資料及

び周辺事情が無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。  

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業

主が申立てどおりの標準賞与額に係る届出を社会保険事務所（当時）に対し

て行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無い

ことから、行ったとは認められない。 



四国（愛媛）厚生年金 事案 1231 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められることから、申立期間の標準賞与額に係る記録を 28

万円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立期間の当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付

する義務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 51年生 

住 所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 15年８月 20日 

Ａ社に勤務していた期間のうち、平成 15 年８月に支給された賞与から厚

生年金保険料が控除されていたにもかかわらず、標準賞与額の記録が無い

ことから、確認の上、年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社の当時の事務担当者から提出された申立期間に係る賞与額及び厚生年

金保険料控除額の記載された資料並びに平成 15 年分給与所得の源泉徴収票か

ら判断すると、申立人は、申立期間において、その主張する標準賞与額 28 万

円に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認

められる。 

また、賞与の支払日については、申立期間当時、給与の振込口座を開設し

ていたＢ銀行Ｃ支店（現在は、Ｄ銀行Ｅ支店）の回答及び申立人と同様にＡ

社Ｆ支店のＧ部で勤務していた同僚の供述等から判断すると、平成 15 年８月

20日とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行したか

否かについては、Ａ社は既に解散している上、当時の事業主は社会保険に係

る関連資料は保存していないとしており、このほかに確認できる関連資料及

び周辺事情が無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。  

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業

主が申立てどおりの標準賞与額に係る届出を社会保険事務所（当時）に対し

て行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無い

ことから、行ったとは認められない。 



四国（愛媛）国民年金 事案 538 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 48 年 10 月から 52 年２月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 28年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 48年 10月から 52年２月まで 

  私が 20 歳になった時に、母親が私の国民年金の加入手続を行い、申立期

間の国民年金保険料を納付していたにもかかわらず、未納期間となっている

ため、調査の上、年金記録を訂正してほしい。 

  

     

第３ 委員会の判断の理由 

国民年金手帳記号番号払出簿により、申立人の国民年金手帳記号番号は、昭

和 52年３月 14日に払い出されていることが確認できるところ、当該時点にお

いては、申立期間のうち、48年 10月から 49年 12月までの国民年金保険料は、

制度上、時効により納付できない上、申立人に別の国民年金手帳記号番号が払

い出されていたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

また、申立人の国民年金の加入手続及び国民年金保険料の納付を行っていた

とする申立人の母親に聴取することは困難であり、申立人自身は加入手続及び

保険料の納付に直接関与していないため、申立期間当時の国民年金の加入状況

及び保険料の納付状況が不明である。 

さらに、申立人の母親が申立人の申立期間の国民年金保険料を納付していた

ことを示す関連資料(家計簿、確定申告書等)は無く、ほかに申立期間の保険料

が納付されていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



                      

四国（高知）厚生年金 事案 1226（四国（高知）厚生年金事案 1146 の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和８年生 

住    所 ：  

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 44年３月から同年 10月１日まで 

申立期間について、失業保険を受給せずにＡ事業所に勤務したにもかか

わらず、厚生年金保険に未加入となっていることに納得がいかない。今回、

新たな情報及び証人が見つかったので、再度調査の上、年金記録を訂正し

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が、申立期間当時、Ａ事業所で一緒に勤務していたとして名前を挙

げた同僚が同事業所で厚生年金保険の被保険者となっていること、及び申立

期間前に勤務していたＢ社の同僚が、「申立人がＢ社を退職した後、Ａ事業

所に移ったことは知っている。」と供述していることから、勤務期間は特定

できないものの、申立人がＡ事業所に勤務していたことはうかがえるものの、

ⅰ）オンライン記録によると、Ａ事業所は、昭和 44 年６月 23 日に厚生年金

保険の適用事業所になっており、申立期間のうち、同年３月から同年６月 22

日までの期間は、厚生年金保険の適用事業所ではないこと、ⅱ）Ａ事業所は、

既に事業を廃止しており、申立期間当時の事業主は、死亡しているため供述

を得ることができない上、申立期間以降に事業主となった者は、「申立期間

当時の資料が残っておらず、申立人の申立期間に係る勤務実態及び保険料控

除については不明である。」と回答していること、ⅲ）申立人がＡ事業所で

一緒に勤務していたとする同僚及び申立期間当時、同事業所での厚生年金保

険被保険者記録が確認できる同僚からは、申立人の申立期間に係る保険料控

除をうかがわせる供述を得ることができないこと、ⅳ）Ａ事業所の健康保険

厚生年金保険被保険者原票を確認したが健康保険整理番号に欠番は無いこと

から、申立人の記録が欠落したものとは考え難いことなどから、既に当委員

  



                      

会の決定に基づき、平成 26 年１月 17 日付けで年金記録の訂正は必要でない

とする通知が行われている。 

今回の再申立てに当たって、申立人は、「私と同様に昭和 44 年２月末にＢ

社を退職した者は、全員がＡ事業所に移ったため、その人たちに聞いてほし

い。また、Ａ事業所の社長の息子の妻と話をしたところ、私が同事業所に勤

務していたことを社長の息子が証明してくれると言ったので聞いてほしい。」

と主張している。 

しかしながら、Ｂ社の健康保険厚生年金保険被保険者原票により、申立人

と同様、昭和 44 年３月１日に同社の厚生年金保険被保険者資格を喪失してい

ることが確認できた 24 人のうち、Ａ事業所が厚生年金保険の適用事業所とな

った同年６月 23 日に同事業所での同被保険者資格を取得していることが確認

できる３人は、既に死亡しており、供述を得ることができない。 

また、前述の 24 人のうち、連絡先が判明した５人に照会を行ったところ、

回答が得られた４人のうち２人は、Ｂ社を退職後、Ａ事業所で勤務していな

いと回答している上、Ｂ社を退職後、Ａ事業所で勤務したとの回答があった

２人は、同事業所での具体的な勤務期間及び厚生年金保険への加入の有無に

ついては記憶しておらず、オンライン記録上、申立期間において同事業所で

の厚生年金保険被保険者記録は確認できない。 

さらに、Ａ事業所で勤務していたことを証明してくれるとして申立人が名

前を挙げた者は、「父は既に他界しており、当時の経理、事務の書類等も残

っていない上、申立期間当時、私は同事業所では勤務しておらず、申立人の

事も知らないため、何も証明することができない。」と回答している。 

   このほか、当委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情は見当たらない

ことから、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

  



                      

四国（高知）厚生年金 事案 1227 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 19年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 43年４月１日から 44年１月 21日まで 

年金記録照会を行ったところ、申立期間について、当該期間の前後の期

間と同様に、Ａ社（現在は、Ｂ社）に継続して勤務したにもかかわらず、

厚生年金保険の被保険者として記録されていないので、年金記録を訂正し

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間当時、Ａ社に継続して勤務していたと申し立てている

が、Ｃ年金事務所から提出された申立人に係る脱退手当金裁定請求書に添付

されている、同社が作成したと思われる「昭和 43 年分退職所得の源泉徴収票

特別徴収票」により、退職日が昭和 43 年３月 31 日であることが確認できる。 

また、申立人の雇用保険の加入記録によると、事業所名は不明であるもの

の、昭和 42年５月１日から 43年３月 31日までの期間及び 44年１月 21日か

ら 46 年６月 17 日までの期間の記録が確認でき、当該記録は、申立人に係る

オンライン記録上のＡ社の厚生年金保険被保険者期間と一致していることが

確認できる。 

さらに、オンライン記録において、申立人のＡ社における第１回目の厚生

年金保険被保険者資格取得日前１か月から第２回目の同資格取得日後１か月

の間において同資格を取得した同僚 45 人に照会したところ、回答のあった同

僚の一人は、「私は、昭和 43 年３月に入社し 、申立人は同年 12 月から 44

年１月までの間に入社した。」と供述している。 

加えて、申立人のＡ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票において、

第１回目の資格喪失日である昭和 43 年４月１日の直後の同年４月 10 日に健

康保険被保険者証が返納されていることが確認できる。 

  



                      

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認

できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたものと認めることはできない。 

  



                      

四国（愛媛）厚生年金 事案 1229 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 10年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ① 昭和29年４月１日から30年４月１日まで

② 昭和30年４月１日から32年４月１日まで 
申立期間①については、Ａ大学にＢ職として、申立期間②については、

Ｃ事業所にＤ職として、それぞれ勤務していたので、調査の上、厚生年金

保険の被保険者期間と認めてほしい。 

  :   

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、Ａ大学は、事業所原簿及びオンライン記録におい

て、厚生年金保険の適用事業所として確認できない上、後継機関であるＥ

大学は、「申立人の申立期間における勤務実態等は不明である。また、Ａ

大学は、Ｅ大学Ｆ学部の前身であるが、申立期間については厚生年金保険

が適用されていない。」旨回答しており、オンライン記録では、同大学は

昭和 44年 11月１日に厚生年金保険の適用事業所となっている。 
また、申立人は、「申立期間当時の同僚は既に死亡している。」と供述

しており、同僚から申立人の勤務実態及び厚生年金保険料の控除に関する

供述を得ることができない。 
このほか、申立人の申立期間①における厚生年金保険料の控除について

確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 
２ 申立期間②について、Ｃ事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名

簿の摘要欄には、「任包」及び「健保のみ」と記載されており、厚生年金

保険の記号番号欄に記載が無いことから、申立事業所は健康保険のみを適

用する任意包括適用事業所であり、厚生年金保険の適用事業所ではなかっ

たと考えられる上、同被保険者名簿によると、同事業所は昭和 31 年３月

31日付けで健康保険の適用事業所ではなくなっていることが確認できる。 

  また、上記の健康保険厚生年金保険被保険者名簿に記載されている、申

  

  

  



                      

立人が同僚として記憶している３人を含む５人全員について、オンライン

記録において厚生年金保険の被保険者記録は確認できない上、同被保険者

名簿に申立人の氏名等は記載されておらず、整理番号に欠番も無い。 

   さらに、上記５人のうち、連絡先が判明した同僚１人に照会したところ、

当該同僚は申立人を記憶しているものの、申立人の勤務実態及び厚生年金

保険料の控除に関する供述を得ることができない。 

   このほか、申立人の申立期間②における厚生年金保険料の控除を確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 ３ これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間①及び②に係る厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 
 

 

 

 

 

  




